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別紙１

基本的な考え方 

昨今社会問題として取り上げられている 8050

問題を始め、ダブルケアやヤングケアラーの増

加、若者のひきこもりや子どもの貧困等を含む

複雑多様な福祉課題を解決するためには、これ

までの地域のつながりに加えて、新たなつなが

りやささえ合いの仕組みを創り出し、多機関連

携により果敢に課題解決に取り組んでいく必要

があります。 

この度策定した地域福祉の推進を目的とした

住民の活動計画「はあとプラン」（第 6 次地域福

祉活動計画）には、これらの福祉課題を解決する

ための手段として、調整役となるコミュニティ

ソーシャルワーカー（CSW）を、千代田区との連

携により段階的に社協に配置することを明記し

ました。 

また、本会が地域福祉を推進していく上で掲

げる活動理念「みんなが参加し ささえ合うまち

づくり」をより分かりやすく具体的に住民に示

すとともに、職員の意識向上も視野に「千代田区

社会福祉協議会が目指すもの」と題した活動目

標・活動指針を策定しました。 

本会はこれらを基本的な考え方として、下記

「基本理念」および「基本方針」に基づき、令和

5 年度の千代田区における地域福祉活動を進め

ていきます。 

主 な 内 容  事 業 の 柱 
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地域の見守り機能・居場所機能の充実と、福祉課題解決

に向けた取り組みの実施 

（地域支援課 地域支援係） 

住民のたすけあい事業における支援会員増強とフォロー

体制の整備 

（地域支援課 地域支援係） 

権利擁護支援の地域連携ネットワークのしくみづくりと中

核機関受託へ向けての準備 

（地域支援課 成年後見係） 

●地区担当制を活かし、町会福祉部のみならず、町会に属していない住民とつなが

るために積極的にアウトリーチし、課題発見・個別事案の対応強化に努めます。 

●サロン活動のさらなる充実を目指し、各地域の拠点を活用した居場所の担い手づ

くりをすすめます。 

●町会福祉部連絡会や福祉関係機関との情報交換の場等を通じて把握した地域の福

祉課題を整理し、当事者や課題を抱える家族同士のつながりづくりを検討します。 

●困りごとのニーズに合わせ、支援者をマッチングするしくみについて、学生、企業

を対象に広く周知するとともに、これまで地域参加の少なかったマンション住民や

シニア世代の男性への周知に注力し、支援会員を増強します。 

●複雑多様化している福祉課題について研修等で理解を深めるとともに関係機関と

の連携を密にし、アフターフォロー体制を強化します。

●権利擁護支援を必要とする人が適切なサービスや制度を利用し、その人らしい

生活を送れるよう支援します。また、地域に関わる様々な人々が、権利擁護支援

の重要性を理解し、早期発見、早期相談につながるよう、地域連携ネットワーク

の構築を目指します。 

●権利擁護支援の中核機関を受託に向けて区と連携、協議し、本人に適した権利

擁護支援を検討する仕組みづくり、また成年後見制度への移行を適切に行うた

めのルール作りを行います。 

●権利擁護支援の理解促進を図るとともに、増加している成年後見制度や福祉サ

ービス利用支援事業の利用者を支援するため、「区民後見人養成講座」を実施

し、より多くの権利擁護人材を発掘、育成し、支援体制を整えます。 

ちよだ社協 令和 5 年度 事業計画の概要（社会福祉事業区分） 

権利擁護に関する人材（区民後見人・地域生活支援員）

の育成 

（地域支援課 成年後見係） 

個別の困りごとや課題に対するコーディネートと 

多機関連携の強化 

（地域支援課 ボランティア係）

災害時に備えたつながりづくりの強化 

（地域支援課 ボランティア係）

●子どもから高齢者、障がいのある方、外国人などにも広がりを見せる、孤立や孤

独、外出や交流機会の喪失といった福祉課題の解決に取り組む個人ボランティ

アの裾野を拡大します。また、多様な企業や団体等と連携し、解決の仕組みづく

りに取り組みます。 

●コロナ禍で活動が停滞してしまったボランティアグループに対して、グループの課

題を聴き取り、活動活性化に向けた情報発信、運営支援を行います。 

●災害時に行政や多様な団体と連携・協働できるよう、平時からの顔の見える関係

づくりの構築を目指し、ちよだモデルネットワーク（CMN）の周知に努めるほか、災

害学習会、災害時寄り添いサポーター養成講座への参加促進を図ります。 

●災害時に社協が立ち上げる支援拠点のイメージを、平時から区民とも共有するた

めに、区民参加型の災害ボランティアセンター開設・運営訓練を実施します。 

子育て世代から高齢者まで多世代が集える居場所づくり

（地域支援課 アキバ分室）

●既存のサロンの継続に加え、参加者同士がつながる交流の場を定期的に設け、

コロナ禍により新たに見えてきた子育て世代が「孤育て」に悩まないよう、地域の居

場所を強化します。 

地域福祉課題に基づく住民主体の支え合い活動の推進 

（地域支援課 アキバ分室） 

●支援を必要とする区民の相談窓口となるだけでなく、積極的なアウトリーチにも取

り組みます。全世代を通じて共通の課題である「食」をテーマにしたサロンや食堂

の開設のほか、令和４年度に発行したあいさつ推進がテーマの絵本「にっこりのカ

ギ」の続編制作やワークショップなど、多世代交流につながる企画を実施します。 

８

■基本理念

みんなが参加し ささえ合うまちづくり 

■基本方針（「はあとプラン」活動目標） 

1 誰ひとり取り残さない地域社会づくり 

2 身近な圏域における多様な活動の創出 

3 地域共生社会の実現 
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はあ 主 な 内 容  事 業 の 柱 
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新型コロナの影響で活動を休止あるいは縮小していた

区内福祉団体の活動再開・活性化の支援 

（総務課 援護係） 

●コロナ禍の収束に伴い活動の再開を進めつつある区内福祉団体に対して、活動

再開の支援とともに、運営の活性化に向けた取り組みに対する支援を行います。 

ちよだ社協 令和 5 年度 事業計画の概要（社会福祉事業区分） 

高齢者の社会参加、地域活動への支援 

（活動推進課 高齢者活動センター） 

幅広いジャンルの団体と協働した多世代交流事業の実

施と地域課題を知るきっかけづくり 

（活動推進課 多世代交流担当） 

●かがやき大学では、フレイル予防に有効とされる運動、栄養、社会参加の要素を

もつ講座の実施に加え、地域活動につながるテーマの講座も実施し、高齢者が

地域への関心を深め、地域活動に参加するきっかけをつくります。 

●ボランティア等の協力を得ながら、高齢者がスマートフォンやパソコン等のデジタ

ル機器に慣れる機会をつくります。

●区内の団体だけでなく、区外を含めた幅広いジャンルの団体と協働し、多様な多

世代交流を行うことで、これまで参加が少なかった層への働きかけを行います。 

●地域課題を学ぶ、意見交換のできる場づくりもおこない、多世代交流事業ならで

はの福祉教育に取り組みます。 

●定例で集まれる居場所として、ひだまりサロンを月１回開催します。 

地域活動デビュー講座等の地域の福祉活動への理解と

参加促進 

 （活動推進課 研修センター） 

●有償・無償を問わず、地域の高齢者の支援に関わる活動や高齢者が参加できる

活動を知ってもらうきっかけとなるイベントや講座を実施し、地域活動への参加を

促進します。 

●認知症サポーターが地域で活動するためにボランティア養成講座を実施し、地域

での認知症の方を支える活動につなげます。 

区に集う多様な人々が地域福祉活動へ参画するための

「はあとプラン」（第６次地域福祉活動計画）の周知 

（総務課 総務係） 

14

●令和４年度に策定した「はあとプラン」をより広く周知するため、冊子配布だけでは

なくホームページ上で見てもらう仕掛けを行います。また、身近な圏域（６圏域）ご

とにプランの説明会を行い、地域内の多様な人々の地域福祉活動への関心を高

め、参画を促進させます。

介護・福祉職向けのスキルアップ研修とコーディネータ

ー連携強化プログラム（仮）の実施 

（活動推進課 研修センター） 

●「接遇」、「認知症ケア」、「精神疾患」をはじめ、事業所の課題にあがっている「離

職防止」をテーマに研修を実施します。 

●多機関協働による支援が求められる中、高齢、障がい、子ども分野等のコーディ

ネーターに共通して求められる知識やスキルを体系化し、コーディネーター連携

強化プログラム（仮称）として試行実施し、検証を行います。 

新型コロナの影響による経済的ダメージから脱却できて

いない世帯への継続的な相談支援と生活課題全般の

解決支援                （総務課 援護係） 

●関係機関と連携して、新型コロナの影響から未だ脱し切れないため償還が困難な

世帯や、高齢あるいは日本語に不慣れなため償還（償還免除）手続が困難な世

帯に対する相談支援や手続支援、加えて、生活課題全般の解決支援を行いま

す。 
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フレイル予防や健康づくり事業の充実 

（活動推進課 高齢者活動センター） 

●トレーニングマシン、スポット体操、かがやき大学でのウォーキング講座等での運

動の機会だけではなく、健康長寿の専門的な研究機関と連携し、運動以外でもフ

レイル予防につながる事業を実施します。 

17
自主財源確保策を含めた財政基盤の立て直しと発展

強化計画の策定 

（総務課 総務係） 

●社会福祉充実計画に基づく内部留保金の再投下や地域福祉の需要増大による

事業規模拡大により収支バランスが不均衡となっている財務体制を早急に改善す

るため、財政支援について区との話し合いを重ねるとともに、財務分析を行った上

で自主財源確保策を含めた財政基盤の立て直しと発展・強化計画を策定します。
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※予算（案）の詳細については、別冊「令和 5年度 事業計画・予算（案）」をご覧ください。  

 令和 5 年度予算（当初） 主な増減理由 
【収入について】 
＜増額＞ 

① 区補助金（994 万円） 

○特別区人事委員会勧告に基づく、月例給の改定による増額 

○業務効率化のためのデジタル環境整備費用の増額 

② 受託金（区・東社協）（974 万円） 

○シルバートレーニングスタジオ事業の講師増員による増額 

○ファミリーサポートセンター事業のスタッフ増員による増額 

③ 利用料・参加費・負担金収入（計 50 万円） 

○新型コロナウィルスの影響により縮小していた事業の再開による増額

＜減額＞ 

① 会費・寄付等（35 万円） 

○寄付金・活動賛助金の収入減による減額

【支出について】 
＜増額＞ 

① 人件費（1,371 万円） 

○特別区人事委員会勧告に基づく、月例給の改定による増額 

〇職員増員による増額 

〇定期昇給・昇任等による給与の増額 

② 法人運営事業費（341 万円） 

○業務効率化のためのデジタル環境整備費用の増額 

③ 地域福祉推進事業費（446 万円） 

○シルバートレーニングスタジオ事業の講師増員による増額 

○ファミリーサポートセンター事業のスタッフ増員による増額 

④ 予備費（250 万円） 

○突発的な事業に臨機応変に対応するための増額 

＜減額＞ 

① ボランティア活動推進事業費（160 万円） 

○事業再編・統合による事務費等の減額

② 成年後見推進事業費（77 万円） 

○支援者向けハンドブック等、制作終了のための減額 

③ 退職金等積立金（213 万円） 

○定年退職者 1 名分の退職手当引当金の減額

前年比 2,007 万円（3.6％）増額 

令和 4年度予算 

支出 
6 億 1,408 万円 

収入 
5 億 5,626 万円 

前年比   1,979 万円（3.2%）増額 

収支差額 ▲5,754 万円（※） 

区補助金 
2 億 8,377 万円 

受託金（区・東社協） 
2 億 1,975 万円 

会費・寄付等 
897 万円 

利用料・参加費
負担金 

1,511 万円

共同募金等
608 万円 

積立資産取崩収入
1,500万円 

区分間繰入収入
250 万円 

雑収入・利息・
その他 

298 万円 

人件費 

 3 億 7,025 万円 

地域福祉 
推進事業費 
6,600 万円 

共同募金事業費 
453 万円 

ボランティア活動
推進事業費 
2,343 万円

退職金等積立金 
1,156 万円

成年後見 
推進事業費 
1,336 万円 

研修センター事業費 

1,225 万円 

収入 
5 億 7,633 万円 

支出 
6 億 3,387 万円 

区補助金 
2 億 9,371 万円 

受託金（区・東社協） 
2 億 2,949 万円 

会費・寄付等 
862 万円 

利用料・参加費・
負担金 
1,561 万円 

共同募金等
617 万円 

積立金取崩収入
1,470 万円 

区分間繰入収入
245 万円 

人件費 

 3 億 8,396 万円 

地域福祉 
推進事業費 
7,046 万円 

共同募金事業費 
488 万円

ボランティア活動
推進事業費 
2,183 万円

退職金等積立金 
943 万円 

予備費 
750 万円 

雑収入・利息・
その他 
328 万円 

成年後見 
推進事業費 
1,259 万円 

研修センター事業費 

1,225 万円 

予備費 
500 万円 

※収支差額（▲5,754 万円）については、社会福祉充実計画に基づく社会福

祉充実残額および前期繰越額（合計 6 億 4,039 万円）を充当します。 
令和 4 年度収支差額 ▲5,782 万円 

法人運営 
事業費 

5,342 万円 

固定資産売却収入
230 万円 

ちよだ社協 令和 5 年度 当初予算の概要（社会福祉事業区分） 

固定資産売却収入
210 万円 

援護事業費 
 604 万円 

固定資産取得支出 
20 万円 

援護事業費 
 618 万円 

法人運営 
事業費 

5,001 万円 

固定資産取得支出 
20 万円 

高齢者活動センター事業

費（多世代交流、維持管

理・総合業務含む） 

5,131 万円 

高齢者活動センター事業

費（多世代交流、維持管

理・総合業務含む） 

5,131 万円 


